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2021年度の1株当たりの年間配当金 55円

自己株式の取得
2022年2月7日～2022年3月3日 150億円
2022年5月16日～2023年3月31日（予定） 150億円

（上限、予定）

親会社株主に帰属する
当期純利益に対する総還元性向 46.6％
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データセクション　

株主還元

当社グループでは、企業価値および株主価値のさらなる向上を目指し、

かねてより株主還元の拡充について検討を重ねておりましたが、当期の

「賃貸」「分譲」「マネジメント」の主要事業の回復に加え、次期以降の業

績の持続的な成長の見通しが立ち、将来の成長投資と安定的かつ継続

的な株主還元の拡充の両立が可能と判断したため、今般、総還元性向

を従来の「35%程度を目途」から「45%程度を目途」に強化することといた

しました。

2023年3月期の見通し

足元では新型コロナウイルスの感染状況は収束に至っておりませんが、

感染抑制を図りながらの社会・経済活動の正常化が進んでおります。

これらの動向を踏まえ、次期業績は特に「賃貸」の商業施設、「その他」

のホテル・リゾート、東京ドーム等で業績が回復傾向であることに加え、オ

フィス・商業施設等の新規竣工物件による「賃貸」での収益・利益寄与や、

新型コロナウイルス対応を通じて捉えた新たな需要の取り込み等により、

営業収益、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益のい

ずれも過去最高を更新する見込みです。

結果、次期の業績予想については、売上高は当期比991億円増収の2

兆2,000億円、営業利益は同比550億円増益の3,000億円、経常利益は

同比350億円増益の2,600億円の見込みです。また、親会社株主に帰属

する当期純利益は、同比130億円増益の1,900億円の見込みです。

なお、ホテル・リゾートおよび東京ドームは、新型コロナウイルスの影響が

一部残る見込みですが、引き続き収益改善・費用削減施策を継続し、業績

回復に向け取り組んでまいります。

2023年3月期の配当につきましては、今後の見通しおよび上記の株主

還元方針を総合的に勘案し、年60円（うち中間配当30円）を予定しており

ます。

配当

「賃貸」セグメントは、次期竣工の「東京ミッドタウン八重洲」「50ハドソ

ンヤード」「ららぽーと福岡」の収益寄与や、商業施設の施設売上回復、

およびワークスタイリング事業の売上増加等により518億円の増収、

220億円の増益となり、営業収益・営業利益ともに過去最高を更新する

見込みです。

「分譲」セグメントは、国内住宅分譲における戸当たり単価増加や利益

率の改善、投資家向け分譲における継続的な資産入替によりセグメント

全体では61億円の増収、16億円の増益となり、営業利益は過去最高を

更新する見込みです。

「マネジメント」セグメントは、当期に引き続き個人向け仲介事業やリパー

ク（貸し駐車場事業）が堅調に推移すること等により、93億円の減収、2億

円の減益となり、当期と同水準を見込みます。

「その他」セグメントは、当期からの回復に加え、新たな需要を取り込む

施策を推進すること等により、505億円の増収、326億円の増益および黒

字回復を見込みます。

事業セグメント別の見通し
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